様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2022年4月15日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）だいとうけんたくぱーとなーずかぶしきがいしゃ
                   　一般事業主の氏名又は名称　大東建託パートナーズ株式会社
（ふりがな）さとう　こうじ
                              （法人の場合）代表者の氏名　佐藤　功次　 印
住所　〒108-0075　東京都港区港南二丁目16番1号
法人番号　1010401016618
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	· 大東建託パートナーズ企業理念
· 大東建託パートナーズＤＸ戦略
· 大東建託グループ統合報告書2021

	公表日
	· 大東建託パートナーズ企業理念
2013年11月7日
· 大東建託パートナーズＤＸ戦略
2021年12月23日
· 大東建託グループ統合報告書2021
2021年10月28日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	■大東建託パートナーズ株式会社ホームページ上で公開
・大東建託パートナーズ企業理念
https://www.kentaku-partners.com/corporate/policy
・大東建託パートナーズＤＸ戦略（トップメッセージ）
https://www.kentaku-partners.com/corporate/dx

■大東建託株式会社ホームページ上で公開
・大東建託グループ統合報告書2021（P.8、23、33、34、46）
https://www.kentaku.co.jp/corporate/ir/pdf/2021/tougou2021.pdf


	記載内容抜粋
	■大東建託パートナーズにおける機会・リスクを踏まえた中長期の経営ビジョン（目指す姿）
賃貸住宅の「ベストパートナー」
・永きにわたり、たゆまぬ努力でささえる「賃貸経営のベストパートナー」
・価値あるサービスと優れた対応力でささえる「暮らしのベストパートナー」
・品質をさらに高め、新たな価値を共に創る「ビジネスのベストパートナー」
・地域に根ざし、共に発展する「地域社会のベストパートナー」

■当社のビジネス戦略方向性
大東建託パートナーズでは、賃貸管理品質の向上、収益の拡大、業務効率化、そして働き方改革（健康経営）を4つの主要目標として掲げています。また同時に、災害時における入居者さま支援や、暮らしに役立つサービスプラットフォーム「ｒｕｕｍ（ルーム）」の提供により、今まで以上に質の高い管理サービスを実現します。
＜主要目標＞
・賃貸管理品質の向上
・収益の拡大
・業務効率化
・働き方改革（健康経営）

※大東建託グループのビジネスモデルと当社の位置づけ
大東建託（株）が賃貸住宅経営の企画・建設をし、大東建託リーシング（株）が入居者様を募集斡旋し、大東建託パートナーズ（株）が管理・運営・一括借り上げをするという、グループ各社が一気通貫でオーナー様の賃貸経営をサポートするシステムを展開。大東建託の成長がおのずと大東建託リーシング、大東建託パートナーズをはじめとする子会社の成長に直結するビジネスモデルとなっています。
⇒当社は、大東建託グループのビジネスモデルにおいて「賃貸住宅の管理・運営・一括借り上げ」のビジネスを担います。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の公開情報（ホームページ等）については当社取締役会から権限移譲された大東建託パートナーズ株式会社の最高執行責任者（代表取締役社長）にて社外公開を承認。

また、当社グループの公開情報（統合報告書等）については大東建託株式会社の取締役会で決定された事項に基づき作成された内容であり、大東建託株式会社の社内規程に基づく承認プロセスを経て大東建託株式会社の最高執行責任者（代表取締役社長）が、社外公開を承認。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	· 大東建託パートナーズＤＸ戦略
・ 大東建託グループＤＸ戦略
・ 大東建託グループ統合報告書2021
・ 「おとり広告」撲滅に向けた物件情報掲載の仕組みを
導入（ニュースリリース）
・ 暮らしに役立つプラットフォーム「ｒｕｕｍ
（ルーム）」の提供開始（ニュースリリース）

	公表日
	· 大東建託パートナーズＤＸ戦略
2021年12月23日
・ 大東建託グループＤＸ戦略
2021年7月7日
· 大東建託グループ統合報告書2021
2021年10月28日
・ 「おとり広告」撲滅に向けた物件情報掲載の仕組みを
導入（ニュースリリース）
2021年8月3日
・ 暮らしに役立つプラットフォーム「ｒｕｕｍ
（ルーム）」の提供開始（ニュースリリース）
2021年10月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	■大東建託パートナーズ株式会社ホームページ上で公開
・大東建託パートナーズＤＸ戦略（トップメッセージ、ＤＸ推進体制）
https://www.kentaku-partners.com/corporate/dx

・ 「おとり広告」撲滅に向けた物件情報掲載の仕組みを
導入（ニュースリリース）
https://www.kentaku-partners.com/wp-content/uploads/2021/08/0803_otoritaisaku.pdf

■大東建託株式会社ホームページ上で公開
・大東建託グループＤＸ戦略（P.3～7）
https://www.kentaku.co.jp/corporate/csr/torikumi/img/dx/dx_senryaku.pdf

・大東建託グループ統合報告書2021（P.50、60）
https://www.kentaku.co.jp/corporate/ir/pdf/2021/tougou2021.pdf

・暮らしに役立つプラットフォーム「ｒｕｕｍ（ルーム）」の提供開始（ニュースリリース）
https://www.kentaku.co.jp/corporate/pr/info/2021/ruum_1027.html


	記載内容抜粋
	■当社の主要目標実現に向けたＤＸ戦略の方向性
様々なデジタル技術を活用したＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推し進めることで、賃貸建物の管理に留まらない、オーナーさまの健全な賃貸経営のサポートや、入居者さまへの利便性向上を目的としたサービスをスピーディーに展開してまいります。

ＤＸ戦略を推進する為に、当社グループでは「3つのビジョン」を掲げ、強化すべき領域と、進むべき方向を定めています。

―ＤＸ戦略「3つのビジョン」―
1）デジタルで既存事業（コア事業・総合賃貸業）をトランスフォーメーション
デジタル技術を活用して、「コア事業」のさらなる深化と、「総合賃貸業」領域の拡大・強化を図ります。

2）デジタルで今までにない「生活支援サービス」をクリエイション
デジタル技術を活用して、事業領域をさらに拡大し、今までにない新しい生活支援サービスを創出してまいります。

3）デジタルで社員の働き方をトランスフォーメーション
デジタル技術を活用して、多様なワークスタイルの実現と、評価・報酬体系がマッチした真の「新しい働き方」を実現してまいります。

※当社が掲げる主要目標とＤＸ戦略の関係を以下に示します。
賃貸管理品質の向上：
1) デジタルで既存事業（コア事業・総合賃貸業）をトランスフォーメーション
⇒ニューノーマルに合わせたセールスのデジタル化や
ＭＡを推進

収益の拡大：
2) デジタルで今までにない「生活支援サービス」をクリエイション
⇒総合賃貸業を核にした業界のプラットフォーマー
⇒デジタルで新しい生活空間を提供
⇒デジタルを活用したさらなる新規ビジネス創出

業務効率化：
1) デジタルで既存事業（コア事業・総合賃貸業）をトランスフォーメーション
⇒テクノロジーを活用した業務の自動化・効率化

働き方改革（健康経営）：
3) デジタルで社員の働き方をトランスフォーメーション
⇒デジタルで「新しい働き方」に対応
⇒デジタルを活用したさらなる効率化と省力化の実現

※主要目標「賃貸管理品質の向上」において「ニューノーマルに合わせたセールスのデジタル化やＭＡを推進」に向けた取り組みの例：「おとり広告」撲滅に向けた物件情報掲載の仕組みを導入
大東建託パートナーズの管理建物のうち、募集が終了した物件の情報を自動的に非掲載にする仕組みを導入しました。この仕組みは、販売や契約ができない物件の情報を掲載する、いわゆる「おとり広告」の対策として導入
するもので、大手不動産管理会社と大手不動産情報サイトが連携するのは初めての取り組みです。この仕組みを導入することで、お部屋探しをするお客様に対する物件情報の信頼性向上に努めていきます。

※主要目標「収益の拡大」において「総合賃貸業を核にした業界のプラットフォーマー」に向けた取り組みの例：暮らしに役立つプラットフォーム「ｒｕｕｍ（ルーム）」の提供開始
不動産管理業界では初となる、暮らしに役立つプラットフォーム「ｒｕｕｍ（ルーム）」の提供を開始します。「ｒｕｕｍ」は、同社が管理する賃貸建物にお住まいの入居者様はもちろん、どなたでも利用可能となっており、住まいを提供している大東建託グループだからこその「暮らしに特化」したプラットフォームです。「ｒｕｕｍ」では、新生活を始めるにあたり必要なライフライン、インターネットなどのお得なプラン紹介や、日々の生活を楽しむためのオンラインコンテンツの配信、サブスクリプションやクーポンの提供など、利用者の暮らしに役立つ情報を発信します。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の公開情報（ホームページ等）については当社取締役会から権限移譲された大東建託パートナーズ株式会社の最高執行責任者（代表取締役社長）にて社外公開を承認。

また、当社グループの公開情報（統合報告書等）については大東建託株式会社の経営会議で決定された事項に基づき作成された内容であり、大東建託株式会社規程に基づく承認プロセスを経て最高執行責任者（代表取締役社長）が、社外公開を承認。

※大東建託株式会社は、経営会議に業務執行の決裁権限を必要に応じて委嘱し、取締役会が経営に関する重要事項の決定を行うことで、機動的な意思決定を可能としている。取締役会や経営会議等で承認された提案内容の実行は最高執行責任者（各事業分野の担当取締役）等が中心となり、その実行責任を担っている。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	大東建託パートナーズＤＸ戦略（ＤＸ推進体制）
大東建託グループ統合報告書2021（P.50、60）

	記載内容抜粋
	■ＤＸ推進体制
大東建託パートナーズは、大東建託グループの関連企業およびＤＸ推進室と連携し、各ＤＸ施策の実現を行ってまいります。

■意識変革・イノベーション創出に向けた外部組織との協業
・従業員自ら新規事業を提案し、事業化を目指す社内ベンチャー制度「ミライノベーター」の実施
・新規事業を創出することを目指し、外部企業、研究機関との協業を「アクセラレータプログラム」として実施
・大東建託パートナーズ（株）は、2020年10月、（株）Luup が展開する電動マイクロモビリティのシェアリングサービス「LUUP（ループ）」を、当社グループが管理する賃貸建物に導入しました。 「LUUP」は、2019年10月より実施した「大東建託アクセラレーター2019」において選考された事業で、現在、当社グループの管理建物では小型電動アシスト自転車と電動キックボードを設置しています。今後は、（株）Luupの事業展開に合わせ、全国の主要都市エリアでの導入を検討しています。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	大東建託グループＤＸ戦略（P.7）

	記載内容抜粋
	全社共通ITインフラの整備と併せて、個別のＤＸ戦略の実現に向けたIT環境整備も実施。IT環境整備はグループ共通の体制で取り組んでいる。
下記の部分が当社に該当するIT環境整備に係る主要な取り組み。

■方策（当社固有施策）
＜ニューノーマルに合わせたセールスのデジタル化やＭＡを推進>
・AI審査の導入

＜統合賃貸業を核にした業界のプラットフォーマー＞
・生活総合支援サービスを提供するためのビジネスプラットフォームを構築

※上記以外にグループ共通の取り組みとして以下を実施。
＜共通＞
・基幹システムをモダナイゼーションし、新しいIT技術に対応できる基盤を構築
・基盤はクラウド上に構築し、可用性、拡張性、運用保守性を担保
・認証基盤やデータ連携基盤、及び運用監視基盤を構築し、標準化を実施

＜デジタルで「新しい働き方」に対応＞
・全ての外勤者（営業担当等）に2in1パソコンを配布

＜デジタルを活用したさらなる効率化と省力化の実現＞
・RPAで定型業務の自動化を実現
・電子契約や経費精算などのクラウドサービスでオフライン業務のオンライン化を実現
・電話受電データ自動振り分け技術、クラウド型音声CTIの導入




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	大東建託グループＤＸ戦略

	公表日
	2021年7月7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	■大東建託株式会社ホームページ上で公開
大東建託グループＤＸ戦略(P.8)
https://www.kentaku.co.jp/corporate/csr/torikumi/img/dx/dx_senryaku.pdf

	記載内容抜粋
	■主な成果指標（当社固有）
＜ニューノーマルに合わせたセールスのデジタル化やMAを推進＞
・AI審査による業務自動化：コスト削減額 6.0億円（2023年度目標）

＜総合賃貸業を核にした業界のプラットフォーマー＞
・生活総合支援サービスを提供するためのビジネスプラットフォーム構築：利用登録者数 110万人（2023年度目標）

※上記以外のグループ共通の主な成果指標
＜共通＞
・クラウド化によるコスト削減：運用費削減額

＜デジタルで「新しい働き方」に対応＞
・新しい働き方に対応：テレワーク導入率

＜デジタルを活用したさらなる効率化と省力化の実現＞
・RPA導入による業務自動化：削減時間、費用削減額




[bookmark: _Hlk90896836](4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年12月23日

	[bookmark: _Hlk90896850]発信方法
	大東建託パートナーズＤＸ戦略（トップメッセージ）
https://www.kentaku-partners.com/corporate/dx

	発信内容
	様々なデジタル技術を活用したＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推し進めることで、賃貸建物の管理に留まらない、オーナーさまの健全な賃貸経営のサポートや、入居者さまへの利便性向上を目的としたサービスをスピーディーに展開してまいります。
ＤＸ戦略を推進する為に、当社グループでは「3つのビジョン」を掲げ、強化すべき領域と、進むべき方向を定めています。

―ＤＸ戦略「3つのビジョン」―
1）デジタルで既存事業（コア事業・総合賃貸業）をトランスフォーメーション
デジタル技術を活用して、「コア事業」のさらなる深化と、「総合賃貸業」領域の拡大・強化を図ります。

2）デジタルで今までにない「生活支援サービス」をクリエイション
デジタル技術を活用して、事業領域をさらに拡大し、今までにない新しい生活支援サービスを創出してまいります。

3）デジタルで社員の働き方をトランスフォーメーション
デジタル技術を活用して、多様なワークスタイルの実現と、評価・報酬体系がマッチした真の「新しい働き方」を実現してまいります。

賃貸経営・暮らし・ビジネス・地域社会の全てに於いてみなさまから選んでいただける“ベストパートナー”になることを、社員一丸となって目指してまいります。

大東建託パートナーズ株式会社
代表取締役 社長
佐藤　功次



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年11月頃　～　2021年12月頃

	実施内容
	・ＤＸ推進指標の自己診断を実施

「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに登録済み。（申請管理番号：202112AH00005795）



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2015年12月頃　～　現在
	　　　　年　　月頃　～　　　年　　月頃


	実施内容
	大東建託グループはグループ会社を含めた形での一気通貫のビジネスモデルを構築しており、セキュリティ対策についてもグループ全体として取り組んでいる。

■大東建託グループとしてのセキュリティに関する対策
・「情報セキュリティ基本方針」等でルールを策定し、
組織・人的な対策（セキュリティ対応専門チーム設置
標的型攻撃メール訓練 等）、技術的な対策（不正アク
セス検知 等）を実施。

■セキュリティ監査
・外部セキュリティベンダーによるセキュリティ監査を
定期的に実施（セキュリティ対策の改善に向けた、情
報セキュリティ対策の適切性、妥当性及び是正・改善
策の有効性の評価）。当監査はグループ全体として実
施しているが、当社のセキュリティ監査も含まれてい
る。

	




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

